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出所：総務省「労働力調査」をもとに国土交通省で作成

■５年で女性倍増を目指し、官民一体の取組をスタート
○８月、官民挙げた行動計画「もっと女性が活躍できる建設業行動計画」を策定
○５年で技術系女性社員の比率を倍増、10年で10％程度に引き上げる等の数値目標

を設定 【日建連】
○９月、女性技術者・技能者の在職状況について会員企業にアンケートを実施。11月、「女性の

活躍応援フォーラム」を開催 【全連】

■社会保険等未加入対策の更なる強化
○８月に直轄工事で元請と１次下請（土木3000万円以上）を社会保険等加入

業者に限定する措置を開始

○他の公共発注者にも導入を周知徹底（46の都道府県・政令市で措置を導入
済み。他に２１の県等において検討中）

○原則全ての工事で１次下請を加入業者に限定する取組を開始 【日建連】

○現場労働者単位の加入状況について会員企業にアンケート調査を実施【全建】

■ダンピング対策の強化、歩切りの根絶
○ ８月、一部発注者に残る「安ければいい」という意識を変え、歩切りの廃止や

適切なダンピング防止の措置を促すため、本省幹部が各地の首長と直接
意見交換を実施

○入契法に基づく適正化指針（９月閣議決定）で「歩切りは違法」を明記し、
歩切りの廃止を要請。12月、歩切りに関する実態調査を開始。リーフレットを
作成し、歩切りの違法性等を周知。今後、必要に応じ個別発注者名を公表

○1月末、改品確法に基づき､発注者共通となる運用指針を策定
○会員企業の歩切りの実態調査を実施 【全中建】

技能者の処遇改善の徹底

将来を見通せる環境整備、若手の早期活躍の推進

女性の更なる活躍の推進

建設生産システムの省力化・効率化・高度化

＜総理を表敬 （９月＞

教育訓練の充実強化
【資料１】 工程表（第１弾）を踏まえたこれまでの主な取組

チームなでしこ外環田尻
東京外環自動車道

田尻工事

Ａ･Ｋ･Ｂ･Ｐなでしこチーム
秋葉原オフィスプロジェクト

新築工事

桜スフィダンテ
桜上水ガーデンズ

新築工事

日本橋ＯＨＮ
日本橋2丁目地区北地区7番街区

新築工事

杏林ＫＯＭＡＣＨＩ
杏林大学井の頭キャンパス

新築工事

＜日建連「なでしこ工事チーム」は23件の意欲的な取組が現場でスタート＞

次数 １次下請 ２次下請 ３次下請 ４次下請以下 全 体

企業数 78.6％
（111,021社）

18.2％
（25,652社）

2.7％
（3,859社）

0.5％
（727社）

100.0％
（141,259社）

<下請次数別にみた企業の分布状況>

１次下請社数

２次下請社数

３次下請社数

４次以下下請社数

（とび・土工・コンクリート工事業）【7,777社】

64%
30%

5%
1%

（鉄筋工事業）【1,862社】

77%

14%

9%

（左官工事業）【2,329社】

81%

17%

2%

※平成23年度建設業構造実態調査

＜女性活躍ポータルサイト開設(10月)＞

■施工時期の平準化・適正工期の確保､コミュニケーショ
ンの円滑化

○地域の実情等に応じて国・地方公共団体の発注見通しを統合し公表（９月までに全
ブロックで開始）

○債務負担行為の積極的な活用等による施工時期の平準化を運用指針に明記
○国交省、日建連でフォローアップ会議を開催し、受発注者間でクリティカルパスなど

工程管理情報を共有する取組（モデル工事 等）を更に展開 【国交省・日建連】

○総合工事業、専門工事業、発注者等による広域ブロック単位での意見交換を実施

（第一号として、9月に､関東甲信越ブロック協議会を開催） 【建産連】

■計画的な休暇取得の推進
○直轄工事において週休２日モデル工事を実施 （中部地整で「週休2日･工程

調整綿密対応工事」を３件施行予定で既に２件は契約済み）

■若手技術者の登用を促す入札契約方式の積極的活用
○直轄工事で､若手技術者の配置を条件とする試行や､技術者の過去の実績

要件を大幅に緩和する試行を、今年度から実施拡大

■経営事項審査制度の見直し
○10月、若手の雇用状況等を評価するよう経審の制度改正（４月から施行）

■公共事業予算の持続的・安定的な確保
○平成27年度概算要求で公共事業予算の持続的・安定的な確保に向け対応

■「工業高校キャラバン」等､若年者向け広報の展開
○ 10～12月に、首都圏４校の工業高校で計５回、ｆａｃｅ to ｆａｃｅのキャラバンを

実施し、高校生に建設業の現実や夢、魅力を伝え、入職を促進

○テレビＣＭやラジオ､新聞広告など様々な媒体で戦略的に広報展開を図るとと
もに､現場見学会やインターンシップ等、現場のイメージアップに向けた取組を
各都道府県協会で実施 【全建】

■地域の守り手が維持･確保される新たな入札契約
方式の導入支援

○８月､地方公共団体が行うモデル事業を５件選定し､10月､支援を開始

■「建設産業担い手確保･育成コンソーシアム」が発足
○10月に、総合工事業団体や専門工事業団体、行政、職業訓練校、教育機関等で組

成するコンソーシアムを発足。入職促進、定着、育成に向けた地域連携ネットワーク
の構築を支援（12月に7件選定。15年度には10件程度を予定）

○2014年度から５カ年を目途に地域ネットワーク構築を支援。職業訓練校間の連絡会
議（富士サミット）を12月に、プログラム･教材等ＷＧを１月にそれぞれ立ち上げ

■女性の登用を促すモデル工事の実施
○直轄工事で女性技術者の配置を条件とするモデル工事を実施 （11件公告済､９件

契約済 ※1月30日時点）（年度内に十数件程度を実施予定）

■女性活躍ポータルサイトの創設や戦略的な広報の展開
○ ８月、国交大臣との女性座談会を企画し一般紙面で発信するとともに、大臣の現地視

察や女性技術者・技能者の総理表敬の実施等を通じ、建設業での女性の活躍を発信
○９月に､女性向けの総合ポータルサイトを創設し、建設業で働く意欲のある

女性に役立つ情報の一元的な発信をスタート 【振興基金】

○女性技術者・女性技能者の愛称｢けんせつ小町｣､ロゴマークを決定【日建連】

■新技術・新工法の開発・活用
○情報化施工の試行を拡大 （平成26年度は直轄工事で975件(暫定値)実施中）
○ＣＩＭの試行工事について平成26年度も拡大 （H25：21件→H26：35件）
○直轄工事における情報共有システムの活用を標準化
○ロボット新戦略（平成27年1月）に基づき、建設分野においても活用の検討を開始

■人材の効率的な活用
○施工実態に合わせて､建設業法上の主任技術者として認められる資格を追加

(4月に施行予定)

＜建設業就業者の年齢構成は若年者の割合
が増加し、改善の兆し＞

■行き過ぎた重層化の回避
○ 会員企業のうち約２割（32社）が下請次数目標を設定（「原則２次まで」は13社、「原則

３次まで」が19社） 【日建連】

○資金調達の円滑化に資する中間前払金制度の手続簡素化を運用指針に明記

■若年技能労働者の顕彰制度を新設
○ ７月に、若年技能労働者の新たな顕彰制度「建設ジュニアマスター」を創設

＜建設業なでしこ座談会 (８月)＞

＜技能者数はここ最近は回復基調にあり、
平成２６年は平成２２年から約１０万人程度
増加＞

平成９年 平成２６年 平成３１年

１万人

２万人

２６万人

９万人

１８万人

総務省「労働力調査」

女性数
ピーク

女性技術者

女性技能者

女性の割合をピーク時
の水準まで引き上げ

建設投資減少の
中、女性が減少

目標

＜12月に富士サミットを開催＞

＜女性技術者･技能者を５年で倍増＞

関東 3件程度の工事で工程共有を施行予定

北陸
受注者からの発議でも開催可能な「工
程調整部会」を試行設置

近畿
発注者が工期を設定する上で念頭に
置く工程情報を契約前に参考提示する
試みを検討中

九州
「いきいき現場づくり」の一環で工程
共有に取り組み60件程度で実施予定

＜子ども霞が関見学デー（８月）、
工業高校キャラバン（10月)の模様＞
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出所：総務省「労働力調査」をもとに国土交通省で作成

（万人）

（％）

（年）

■ ｢地域人づくり事業｣による若手の入職･定着促進
○若手向け講習･研修やスキルアップのための資格取得支援、若手定着支援

カウンセリングを実施 [厚労省]

＜これまで減少してきた建設業への入職
状況は、ここ数年は回復傾向にある＞

出典：学校基本調査（文部科学省）をもとに国土交通省で作成
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222人の女性が活躍

＜工事工程共有化に向けた各地方整備局
における取組状況＞

（人）

（件）

■適切な賃金水準の確保
○昨年度２度にわたり改訂を行った公共工事設計労務単価について、最近の

労働市場の実勢価格を適切・迅速に反映し、２月１日より前倒しで改訂（全国
全職種平均で4.2％引き上げ）

○公共工事設計労務単価の改訂を都道府県・政令市等へ周知するとともに、
実態を踏まえた労務単価の改訂を依頼

＜市場の実勢を踏まえ、設計労務単価を
引き上げ＞

56.7% 57.9%

61.7%

67.3%

50%

55%

60%

65%

70%

H23 H24 H25 H26
出所：国土交通省「公共事業労務費調査（速報）」

３保険（雇用、健康、年金）

＜社会保険等加入率は上昇＞
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